
 
開 催 趣 旨  

 

コミュニティ政策学会が設立されて 10 年、「地域で共にいき、地域のことは地域で決める」ことができる

ような地域コミュニティへの期待は、地方自治体側からも市民側からもますます高まりつつあります。しか

しその一方、多くの地域においては、地域組織への加入率の低下や構成メンバーの高齢化による地域コミュ

ニティの希薄化・弱体化がより進行しています。また、中山間地域や地方小都市においては地域経済の疲弊

により地域コミュニティの存在基盤そのものが解体されつつあります。そのような状況に対していま、多く

の地方自治体が様々なコミュニティ政策を展開していますが、いずれも試行段階であり、コミュニティ政策

としての明確な方向性はまだ見えていません。 

第 10 回という区切りの年に当たる京都大会では、関西（おもに、京都・大阪・神戸という個性豊かな三

都とそれらを取り巻く中山間地域）を題材にしつつ、学会の原点に立ち返り、「地域の共同生活者によるあら

たな協同・公共関係の形成」の可能性と「分権型行政システムにおいて、自治の受け皿としてコミュニティ

を行政的・市民的に確立する取り組み」の在り方について、検討を行いたいと思います。 

ここでは、「広くコミュニティにかかわる研究者、行政職員や計画者などの実務家、現場で活動する住民組織

や NPO の人たちや市民」の参加のもとに、具体的事例に基づき、より現場に近いレベルでの議論と情報交

流の場をつくりたいと考えています。多くの研究者、行政職員や計画者、住民組織・NPO のメンバーや地域

住民の参加を期待します。 

 また 3.11 に生じた東日本大震災は、学会としてこれから継続的に取り組まねばならない重要課題であり、

緊急の特別部会を二日目午前に設けることにしました。 

＜一部「コミュニティ政策学会・研究フォーラムの設立について」（2001・12）引用＞ 
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会 期：2011 年 7 月 9 日（土）・10 日（日） 

会 場：同志社大学 今出川校地 新町キャンパス（京都市上京区） 

主 催：コミュニティ政策学会 

後 援（依頼中も含む）：京都府、京都市、京都府社会福祉協議会、京都市社会福祉協議会、 

京都市景観・まちづくりセンター、きょうと NPO センター、京都市福祉ボランティア 

センター、京都新聞社、同志社大学社会学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

大会参加費  会員         2 日間通しで 2,000 円 （資料代含む） 

           非会員       1 日につき 1,500 円 （資料代含む） 

懇親会費 （予定）   一般 4,500 円   院生・学生 4,000 円 

              於 同志社大学 室町キャンパス・寒梅館会議室地下Ａ 
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【プログラム】 
 

第 1日目  7 月 9 日（土） 
           10 時 30 分～12時  理事会 
           12 時～  会員の参加受付開始 
           13 時～  一般参加者（非会員）の参加受付開始 
 

総  会  ： 12 時 30 分～13 時 50 分 （定例会員総会）       会場 ： 臨光館 205 （2 階） 

京都府知事・山田啓二氏および京都市・長門川大作氏からの挨拶（依頼中） 

NUSA(Neighborhood USA)エルトン・ゲートウッド前会長からの祝賀スピーチ 
 

   

記念シンポジウム  ： 14 時 00 分～18 時 00 分         会場 ： 臨光館 201（2 階） 

「京都市・大阪市・神戸市のまちづくりとコミュニティ政策」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

コーディネーター兼司会 乾 亨（立命館大学） 

 

第 1 部 各都市からの基調報告 （14時〜15 時 45 分） 

       ① 京都市   高畑 重勝（東山区区民部まちづくり推進課長） 

       ② 大阪市   岩本 穣（市政改革室行財政改革担当課長） 

       ③ 神戸市   森田 拓也（市民参画局地域力強化推進課長） 
 

第 2 部 パネルディスカッション（16時〜18 時） 

パネラー   ・高畑 重勝，乾 亨（立命館大学） 

              ・岩本 穣，鯵坂 学（同志社大学） 

              ・森田 拓也，中川 幾郎（帝塚山大学） 

 

 

  懇 親 会  ： 18 時 30 分～20時 30 分 
 

会 場      同志社大学 室町キャンパス 寒梅館会議室地下Ａ 

会 費（予定）  一般 4,500 円   院生・学生 4,000 円 
 

   ＊ お酒や焼酎、ワインなどの持ち込みを歓迎いたします。 

 

企 画 趣 旨  
 

京都市・大阪市・神戸市の三都は、いずれも関西圏の主要都市であり、それぞれ電車で 30 分前後で
移動可能なほど近接しているにも拘わらず、都市の性格はそれぞれに異なる。 

当然、各都市の地域コミュニティの様相も、大きくは大都市地域コミュニティの抱える課題を共有し
つつも、歴史的経緯も含めて異なっており、それゆえ、地域が抱える課題や取り組みやそれに対応す
る各自治体のコミュニティ政策もそれぞれに異なっている。 

本シンポジウムでは、各自治体のコミュニティ政策の最前線でがんばる職員に、現場の実態を踏ま
えつつ自都市のコミュニティ政策の課題と展望について報告をいただき、その後、各都市の状況をよ
く知る研究者も交えてディスカッションを展開することで、三都のコミュニティおよびコミュニティ
政策の差異性と共通性を明らかにし、さらに、相互に学び合うべき要件と今後の方向性を見いだすこ
とを目指す。 

本シンポジウムは、まず何よりも、京都、大阪、神戸という近くて遠い三都を比較検証するという
点で、これまでにない興味深い試みである。と同時に、多くの（それぞれに固有の特性と課題をもつ）
都市にとって、それぞれのまちづくりとコミュニティ政策を考えるうえでも重要な示唆を提供できる
ものと確信する。 
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第 2日目  7 月 10 日（日） 
 

分 科 会 ： 9 時 30 分～11 時 30 分                会場 ： 臨光館 2階 
 

 

自由論題部会 

 

報告者 ① 入江 智恵子（岸和田市） 

「総合的なまちづくりの担い手としての住民自治組織のあり方と課題 

                           －大阪府岸和田市の場合」 

    ② 三浦 哲司（神戸学院大学法学部非常勤講師） 

「地・住構想の 30年とその終焉－東京都中野区を事例にして」 

    ③ 山田 知子（比治山大学） 

      「都市団地の高齢化における集落機能の再生 

―広島市中区基町高層団地を事例として」 

④ 平 修久（聖学院大学） 

「協働のメカニズムと限界に関する研究 

－さいたま市市民活動サポートセンターを例にして」 

司 会  選考中 
      

 

旧自治省コミュニティ施策検証プロジェクト報告部会 

企画責任者 山崎 仁朗（岐阜大学） 
 

報告者 ① 山崎 仁朗（岐阜大学） 

     「研究の目的と概要」 

    ② 牧田 実（福島大学） 

「宮城県におけるコミュニティ施策の展開と旧矢本町赤井地区の事例」 

    ③ 中田 實（名古屋大学名誉教授），谷口 功（愛知学泉大学） 

「愛知県におけるコミュニティ政策の展開と刈谷市野田地区の事例」 

④ 大藤 文夫（広島文化学園大学），栄沢 直子（関西大学大学院） 

「広島県におけるコミュニティ施策の展開と三次市三次地区の事例」 

⑤ 山崎 仁朗（岐阜大学） 

「旧自治省コミュニティ地区の成果と課題―『アンケート調査』結果から」 
 

 

震災特別部会 ： 東日本大震災とコミュニティ 

コーディネーター 鯵坂 学（同志社大学）・丸山 真央（滋賀県立大学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画趣旨： 

この特別部会は 3 月 11 日の東日本大震災に伴って急遽設けることになったものです。今回の震

災は都市から農山漁村まできわめて広範囲に被害が及び、復旧・復興の長期化も予想されています。

コミュニティをめぐる問題も、被災から復旧、復興段階にいたるまで、さまざまな局面で多岐にわ

たると考えられます。 

  この未曽有の大災害の前で、コミュニティ政策研究には今、何ができるでしょうか。あるいは、

何をすべきでしょうか。この特別部会では、現地からの報告に重点を置きながら、また 1995 年の

阪神・淡路大震災の経験も踏まえながら、地域コミュニティの崩壊と再生、避難所とボランティア

の問題など、大震災とコミュニティに関するいくつかの重要な論点をとりあげ、復興に向けた展望

を議論したいと思います。 
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報告者 ① 井上 裕一（朝日新聞東京本社社会グループ記者） 

     「東日本大震災被災直後の地域コミュニティ－現場取材からの報告」 

    ② 吉野 英岐（岩手県立大学） 

「農山漁村コミュニティは震災にどう向き合っているか 

－岩手県沿岸地域の事例から」 

    ③ 原田 峻（東京大学大学院） 

「都市型避難所における支援の形成過程－『さいたまスーパーアリーナ』での 

東日本大震災避難者受け入れを事例として」 

④ 小林 郁雄（神戸山手大学、非認証ＮＰＯきんもくせい代表） 

「阪神・淡路から東日本大震災に－震災復興の市民まちづくりに向けて」 

 

 

NUSA 特別部会 

企画責任者 大内 田鶴子（江戸川大学） 

 

NUSA(Neighborhood USA)エルトン・ゲートウッド前会長を囲み、アメリカの住民自治組織に 

ついてのワークショップを行います。 

 

 

昼食・休憩 ： 11 時 30 分～12 時 20 分 

 

 

 

テーマ別分科会 ： 12 時 20 分～14 時 10 分    会場 ： 臨光館 2階 

 

 

(1) ＜中山間地域における地域再生＞分科会 

コーディネーター兼司会  

            高村 学人（立命館大学）・辻上 浩司（コミュニティ・ガバナンス研究所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告者 ① 梅原 豊（京都府府民力推進課長） 

     「(仮)京都府における地域力再生プロジェクトの取組」 

    ② 塩見 直紀（半農半Ｘ代表・里山ネットあやべ） 

「“水源の里”と“半農半Ｘ”のまち・綾部市の取り組み  

－移住者支援と里山とエックスを活かしたまちづくり」 

企画趣旨： 

本分科会では、中山間地域を中心とする非都市的領域における地域再生のあり方に焦点を当てま

す。中山間地域の総面積は、日本の国土の 65%にものぼり、農家人口の 4 割がこの地域に存在して

います。しかし、この地域の高齢化・過疎化の進展は著しく、コミュニティ機能の低下が深刻にな

っています。他方で、中山間地域には、多様な生態系、美しい風景、伝統文化がまだ豊富に残され

ており、これらの地域資源を保全し、有効に活用することで地域再生を図っていける可能性が十分

あります。 

 本セッションでは、中山間地域のコミュニティの現状を踏まえつつ、今後の中山間地域のあり方、

効果的な地域再生の政策手法について皆さんと議論することを目的にします。開催地である京都府

の地域力再生の取組を第一報告として得ながら、地域力再生事業の事例検証、綾部市における移住

者支援、島根・広島での集落支援員の実態についての報告をもとに分科会を組織していきます。 
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    ③ 寺村 安道（立命館大学） 

「地域力再生プロジェクト支援事業  

木津川市加茂町における地域住民の加茂遺産共感促進プログラムについて」 

④ 可部 州彦（株式会社地域再生戦略研究所） 

藤本 穣彦（島根県中山間地域研究センター） 

「中山間地域における地域支援人材配置施策の現状と課題」 

 

 

(2) ＜地域福祉政策・地域福祉活動＞分科会 

コーディネーター 

            井岡 勉（同志社大学名誉教授）・ 

寺田 玲（京都市福祉ボランティアセンター福祉ボランティア支援部長） 

 

 

 

 

 

 

 

報告者 ① 藤井 博志（神戸学院大学）＊コメンテーター兼務  

     「阪神都市部における地域福祉政策（計画）の動向と課題」 

    ② 南出 令子（下京区有隣民生委員児童委員協議会主任児童委員） 

「有隣学区の地域福祉活動～子育て支援と高齢者福祉を中心に～」 

    ③ 西村 繁雄（西京区福西社会福祉協議会会長） 

「福西学区福祉のまちづくりの特徴と課題」 

④ 松尾 勇也（南丹市社会福祉協議会美山支所地域福祉コーディネーター） 

「中山間地域における地域福祉活動～美山地区の地域振興会を基盤に～」 

 

 

(3) ＜地域ガバナンスと合意形成＞分科会 

コーディネーター 

                   宗野 隆俊（滋賀大学）・山本 素世（関西大学大学院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告者 ① 谷 亮治（立命館大学大学院（研究生）・京都市まちづくりアドバイザー） 

     「地域ガバナンスの成立要件に関する考察 

～京都市南区吉祥院学区のケーススタディ」 

    ② 森津 豊（近江八幡市安土町総合支所地域振興課） 

「市町村合併前後の地域ガバナンス～近江八幡市安土町地域自治区の事例から」 

 

企画趣旨： 

 この分科会では阪神都市部の地域福祉計画の策定状況と課題を取り上げて論議するとともに、都

市および農村の地域福祉活動の状況と課題、コミュニティづくりとの関連性をめぐって、京都市に

おける学区レベルの活動事例および京都府下の中山間地域における活動事例の報告をもとに論議

を展開します。 

 

企画趣旨： 

 平成の大合併を経て、基礎自治体はさらに大きくなりました。多くの自治体の規模は地域コミュ

ニティの範域をはるかに超えたものとなっており、地域ガバナンスや合意形成は容易ではありませ

ん。このことは、今次の合併に直接には関わっていない大都市についてもあてはまります。 

この分科会では、そもそも地域ガバナンスや合意形成とは何なのか、それはどのような条件のもと

に、どのような主体の関わり合いによって成り立っているのか、地域ガバナンスや地域での合意形

成を実現するためにどのような試みが行われているのか、といったテーマに切り込みます。 
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    ③ 森本 長寿（篠山市住吉台自治会長）・山本 素世（関西大学大学院） 

「自治会活動と地域ガバナンス～篠山市住吉台のまちづくりから考える」 

 

 

(4) ＜マンションとコミュニティ＞分科会 

コーディネーター 

                     谷口 知弘（同志社大学）・田中 志敬（福井大学） 

 

 

 

 

 

 

報告者 ① 大田垣 義夫（有隣自治連合会会長、有隣まちづくり委員会会長） 

     「地域コミュニティのマンション対応 

～京都市有隣学区の地区計画策定にいたる取組を事例として」 

    ② 大橋 定雄（京滋マンション管理対策協議会幹事） 

「マンションコミュニティの現状と課題 

～京都・滋賀のマンションの取組を事例として」 

    ③ 田中 志敬（福井大学） 

「地域とマンションを架橋する地域運営の試み 

～京都市明倫学区のマンションネットワーク設立にいたる取組を事例として」 

 

 

大会への参加申込方法 

〔非会員の方〕 学会 HP からダウンロードできる「参加申込票」にご記入の上、学会事務局まで FAX でお送り

下さい。参加費・懇親会費につきましては、参加申込票に記載された指定口座までお振り込み下

さい。 

〔会員の方〕  大会案内の Newsletter 発送時に同封される「参加申込票」（学会 HP からもダウンロードでき

ます）にご記入いただき、学会事務局まで FAX でお送り下さい。参加費・懇親会費につきまして

は、同封の振込用紙にてお振込み下さい。 

    ★ 申込期限及び参加費などの振込期限  6 月 30 日（木） 

 

エクスカーション ： 7 月 10 日（日） 14 時 30 分～16 時 30 分 

           ＊ 14 時 20 分に臨光館玄関前 1Ｆにご集合下さい。 

 
コース１ 「本能まちづくり委員会」の活動視察  

京都都心部の古くて新しい動き。友禅染職人が多く住む「染のまち」という地域個性を 
核に、マンション住民も含めての地域コミュニティの再活性化に取り組む志縁型地域組織 
の活動に学ぶ。 

 
コース２  NPO 法人・春日住民福祉協議会（京都市上京区）の活動視察 

第 2回日本地域福祉学会地域福祉優秀実践賞受賞団体。住民が創る自治・福祉・防災の 
   地域づくり実践を学ぶ。 

 

★ 各コースとも定員は 25 名です。 
 

★ 参加ご希望の方は、別紙参加申込票の該当欄に○印をご記入いただき FAX でお送り下さい。 
   

企画趣旨： 

 本分科会では、マンションと地域コミュニティとの関わり方の現状と課題、その課題解決の取組に

ついて、京都市の学区レベルのコミュニティや、京都を中心としたマンション管理組合等の双方の現

場からの報告に学び、これからの関係のあり方やつくり方について議論します。 
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〔会場案内〕   
 

同志社大学 今出川校地 新町キャンパス 

〒602-8580 京都市上京区今出川通新町上ル  TEL 075-251-3447 （鯵坂研究室） 
 

・地下鉄烏丸線 「今出川」駅から徒歩 6分 
 

＊ 駐車スペースはございませんので、公共交通機関をご利用ください。 
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〔宿泊施設のご案内〕  
大会会場近隣の宿泊施設をご案内いたしますので、各自お申込み下さい。 

 

① 京都シティホテル （上京区堀川通り今出川上る：会場まで徒歩 7分） 

  TEL 075-431-7161   FAX 075-451-6220 

② 京都ブライトンホテル （上京区新町通り中立売下る：会場まで徒歩 10分） 

TEL 075-441-4411   FAX 075-431-2360 

③ 御所西 京都平安ホテル （上京区烏丸通り中立売下る：会場まで徒歩 14 分） 

TEL 075-432-6181   FAX 075-431-7949 

④ 京都ガーデンパレス （上京区烏丸通り下長者町上る）：会場まで徒歩 15分） 

TEL 075-411-0111   FAX 075-411-0403 

⑤ ザ・パレスサイドホテル 

（上京区烏丸通り下立売り：会場まで徒歩 18 分、or 地下鉄で１駅・徒歩 5分） 

TEL 075-415-8887  FAX 075-415-8889 

⑥ ホテルハーベスト京都 

（中京区烏丸通り丸太町：会場まで徒歩 23 分、or 地下鉄で 1駅・徒歩 5分） 

TEL 075-251-1092  FAX 075-251-1239 

 

＜ご注意＞ 

京都市内には上記以外に多くのホテル・旅館がありますが、同志社大学今出川校地の新町キャンパス 

（会場）へのアクセスを考えると、地下鉄烏丸線の沿線をお勧めします。 

  なお、7月 9・10 日は、17 日（日）にある祇園祭の山鉾巡行の「鉾建て」のころです。観光客が増え 

ますので、ホテルの予約を早めにお済ませ下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会場までのアクセスマップ 
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コミュニティ政策学会 第 10 回シンポジウム報告 
                 

テ ー マ ：「地域内分権と地域住民組織 

          －名古屋市地域委員会の事例を素材として－」 

開催日時 ： 2011 年 3月 26 日(土) 13 時～16 時 30 分 

         開催場所 ： 名古屋都市センター 11 階ホール（金山南ビル内） 

          主催：コミュニティ政策学会  後援：名古屋市，名古屋都市センター 

 

● 開催主旨 

 今回のシンポジウムは、名古屋市において昨年から

モデル実施として始まり、現在、本格実施に向けて検

討が行われている新しい住民自治の仕組み「地域委員

会」を素材に、地域内分権組織の意思決定（審議）機

能と執行機能の分離と統合を内包するコミュニティ団

体のあり方について検討することを目的として開催さ

れた。 

 

● 基調講演 「地域内分権の進展の状況と目指すべき課題」  

名和田 是彦（コミュニティ政策学会会長・法政大学法学部教授） 

日本において地域内分権が必要とされるようになっ

た背景から、身近な民主主義の充実による住民自治の

実現が｢参加｣の課題となっていることを確認し、地域

内分権政策の日本的な特徴が、参加と協働をセットに

して地域自治組織に託されているという点にあること

が指摘された。参加は、公共的な意思決定を民主的な

ものにするという政策理念であり、協働は、公共サー

ビスを民間と行政の連携によって生み出していくとい

う政策理念である。参加と協働が、車の両輪となるよ

うな地域内分権の制度設計と実践が求められているの

である。名和田氏によれば、名古屋市の｢地域委員会｣

は、あくまでも｢参加｣の政策理念を追求するように設

計されており、｢学区連絡協議会｣は、｢協働｣の機能を

担うことが期待されている制度であると整理される。 

 1990 年以降のコミュニティ政策の基本的内容が、生

涯学習的なものから、地域福祉的なものに移行してい

る現在においても、学区連絡協議会は、こうした政策

的要請に十分応えることができるものとして成熟して

きている。こうした現状分析を前提として、名古屋市

地域委員会の諸論点として以下の点が提起された。 

(1) 投票制度について：日本のコミュニティでは、選

挙で選ばれた人よりも地域で実際に住民が必要とす

る仕事をしている人の方が信頼される傾向にある。

制度上最終決定権を持たない地域委員会の委員を投

票で選出する意味はあるのか。 

(2) 協働の活動を担う「実働部隊」の問題：協働の部

分を担う制度設計には、３つのタイプが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①決定と実行が一体となった組織、②決定する組織

とは別に実行する住民組織を二重に作る、③事業公

募による手上げ方式、いずれにせよ重要な事は、協

働の担い手を発掘し広げていくことである。 

(3) 事務局機能：事務局機能は重要な問題であるが、

住民組織の側にこれを持たせるには現在の予算では

十分ではない。 

(4) 計画・企画機能 

(5) 民間地域住民組織と公式制度としての地域委員

会：国や自治体のつくる仕組みだけではなく地域社

会の側に、つまり民間の側、市民社会の側に、最後

の砦としてちゃんとした組織を持ちたいという意識

が、日本の地域社会にはあるのではないかという名

和田氏の仮説。 

最後に名和田氏は、｢地域委員会のような公式の制

度と、学区連絡協議会や町内会のような市民社会側

の地域組織とが、良好な連携関係を保って機能する

ような実践が求められているというのが、現時点で
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の考えです｣と結んだ。 
 

● 名古屋市長挨拶（略） 

 

 

 

 

 

● 事例報告Ⅰ：「名古屋市における地域委員会の取り組みについて」 

渡邊 正則（名古屋市総務局区役所改革等推進室長） 

渡邉氏からは、市長のマニフェストに基づいた制度

設計の問題点として、二つのことが指摘された。学区

連絡協議会の中心となっている区政協力委員制度と地

域委員制度の関係が鍵となったこと。結果として学区

連絡協議会から請願が提出され、地域委員会が学区連

協からの推薦委員と公募委員の二本立ての構成となる

ことになった点。2つ目は、区役所改革と地域委員会制

度の関係である。市長は区役所を飛ばして進めるとい

う意識を持っているが、現実には、区役所に一定の職

員を地域委員会のサポーターとして配置することでモ

デル地区の運営が可能となった点である。 

 モデル地区は、８区１４地域から応募があり、最終

的に８区８地域で実施された。投票制度については、

該当する有権者 71000 人中 7631 人が登録（10.6％）、

そのうち 82.4％が投票、投票率は有権者の 8.7％とな

ったとのことである。２３年度から全区を対象に実施

予定であるが、実施にあたっての改良策として以下の

点が報告された。 

① 押しつけではなく、手上げ方式で順次拡大 

② 登録制度ではなく、選挙権、投票権を全有権者に拡   

 大 

③ 地域委員会を付属機関として条例により位置づけ  

 る 

④ 地域予算についての禁止項目の見直し 

 

● 事例報告Ⅱ：「名古屋市名東区貴船地域委員会の取り組みについて」  

鬼頭 和明（名古屋市名東区貴船地域委員会委員長・貴船学区連絡協議会会長） 

ここでは、連協と一体型の地域委員会として貴船学

区のモデル事業が報告された。具体的な報告の中から 2

つの問題が指摘された。自治会に入っていない人への

対応の問題と連協主体の事業と重複する事業への予算

づけの問題である。 

 

● 質疑・討論：コーディネーター 中田 實 

（コミュニティ政策学会理事・名古屋大学名誉教授・名古屋市「地域委員会研究会」座長） 

質疑の中では、報告の中でも触れられていた名古屋

市の区政協力委員制度や地区社協との関連についての

質問がなされた。他に重要な問題として、議会と地域

委員会制度の関係についての質問があった。この点に

ついては、名古屋市の渡邉氏から議員は、病院とか地

下鉄とか、そういった大きなことをやるべきであり、

それより小さなこと、地域のことについては地域委員

がやるべきであるという、二元代表制の中での棲み分

けという市長の考え方が紹介された。一方、名和田氏

から、区レベルに議会を作り小学校レベルにコミュニ

ティ組織を置くという大都市の分権の考え方が提起さ

れ、名古屋の地域委員会制度の問題点が指摘された。 

 最後に中田氏の｢地域委員会の一つのメリットは自

治の中身を市民が担っているんだということが端的に 

 

提起されたということかと思います。これをいろんな

面からもう１回見直すこと。地域委員を投票で選ぶと

いっても１割の投票率ですから、これが正当性を担保

しているかということになりますと、いろいろ問題が

あります。しかし、自治の正統性の証明が必要になる、

それが問題とされる自治の時代になってきたという点

は間違いないことだと思います。今後、各地で多様な

取り組みがあると思いますけれども、いずれにせよ住

民の自治の力量、それを支える地域コミュニティの成

熟といったことを、１つの手掛かりにしながら、それ

ぞれの地区でお考えいただいて実行され、またこうい

う都市内分権とそれを支える住民自治組織についての

議論ができたら、と思います｣という言葉で締めくくっ

た。      

（文責：事務局担当理事 伊藤 雅春） 
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コミュニティ政策学会 第 18 回理事会議事録 
 

日時：2011 年 3 月 26 日（日） 10：00～12：00  場所：名古屋都市センター 14 階 第 1 会議室 

出席者 ： 鯵坂学，安藤周治，井岡勉，乾亨，大内田鶴子，岡内須美子，木原勝彬，佐藤克廣， 

      高村学人，玉野和志，中田實，名和田是彦，林泰義，宗野隆俊，山崎仁朗，山崎丈夫 

事務局 ： 伊藤雅春，鈴木祐子   議長：名和田是彦 

 

 

 

 

【審議事項】 

１．機関誌「コミュニティ政策９号」の編集につい   

 て 

① 山崎仁朗理事より編集委員の入れ替えについて

報告があり、確認された。［高村学人：編集委員⇒

研究企画委員、宗野隆俊：編集委員に追加］  

② 鯵坂理事より、機関誌論文の抜き刷りの依頼が可

能かとの質問があったが、現在のところは実施し

ていないので、東信堂に編集委員会から確認する

こととした。 

２．J－STAGE の申請手続きの状況について 

① ＰＤＦ化に伴う在庫処分について、東信堂との条

件交渉の結果について事務局より説明。 

② バックナンバーの在庫の活用について、今後検討

する必要があることが確認された。 

③ ＰＤＦのデータ公開については、とりあえず第１

号について事務局と谷口先生で公開の作業を進め、

その後の作業の計画を立てることが確認された。 

３．京都大会の準備状況について 

① 乾理事より、現在各種団体の後援依頼を進めてい

ること。４月４日に実行委員会を開催予定。自由

論題の締め切りは３月３１日。シンポジウム｢大阪、

京都、神戸、三都ものがたり｣については内容を絞

り込んできているが、パネリストを検討中。NUSA

の会長の出席については、３月末から４月中には

決定される予定との報告があった。 

② 鯵坂大会実行委員長より、会員 120 名、一般 80

名の参加を目標として進め、行政職員、市民の方

の参加を期待したい旨報告があった。 

③ 井岡理事より、分科会の発表者の応募が会員から

ない場合、報告を依頼する発表者も会員である必

要があるかとの質問があったが、発表をこちらか

らお願いする場合は会員でなくても良いことが確

認された。 

④ 乾研究企画委員長から、東日本大震災関連の分科

会の開催について問題提起がなされた。これを受 

けて、多少予算がかかっても何らかの特別分科会

を開催する方向で調整することが決定された。 

４．国際交流事業の報告 

① 大内国際交流委員長よりエルトン氏の来日予定、

アンカレッジ大会への JACP に対する協力の要請に

ついて報告があった。 

② 名和田会長から、エルトン氏の京都大会への招待

に関する資金的な手当について報告があった。２

日目に分科会を開催することとし、その内容につ

いて国際交流委員会で検討することが確認された。 

５．研究企画委員会の役割について 

① 名和田会長より、大会とシンポジウムの開催につ

いて研究企画委員会の役割に関する提案の説明が

あった。（別資料参照） 

② シンポジウムの開催時期については、会長提案の

通り１２月開催を目標に進めることが決定された。

山崎編集委員長の提案により、シンポジウムの企

画内容の検討には、機関誌の特集との関連から編

集委員長も加わることが提案され確認された。 

③ シンポジウムと大会、研究プロジェクトの 3 つが

この学会の重要な柱であり、今回の東日本大震災

の復興におけるコミュニティ政策に関する取り組

みや科研費の新領域への提案も考慮しながら、研

究企画委員会の役割や次回の大会開催地の検討を

次回の理事会において検討することが確認された。

その際、名和田会長がある程度の方針をまとめ提

案することとなった。 

６．国際交流委員会からの提案 

 ① 大内委員長より、NUSA とのアフィリエイトの更新

についての提案と理事の方に対して、ホームペー

ジへの英語入力について依頼があった。 

７．事務局からの報告 

① 事務局より会員動向について報告があり、入退会

会員について承認された。 

以上 



コミュニティ政策学会                                               News Letter No.22 

                                                  

12 

コミュニティ政策学会会員動向 （2010 年 7 月 10 日から 2011 年 3 月 25 日） 

                                       2011 年 3 月 26 日（土） 理事会承認 

  新入会員 

 

  退会会員 
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№ 個人会員 所属等 推薦人 分類

1 吉岡 初浩 高浜市 市長 中川 幾郎 一般

2 高橋 克明 横浜市西区区政推進課企画調整係 地域力推進担当 葛西 光春 一般

3 林　 香織 江戸川大学 メディアコミュニケーション学部 大内 田鶴子 一般

4 石本 幸良 株式会社地域計画建築研究所 取締役計画部長 乾　 亨 一般

5 杉浦　健 関西学院大学大学院総合政策研究科 博士前期課程 伊藤 雅春 学生

6 白木　通 愛知学泉大学非常勤講師 伊藤 雅春 一般

7 曾　永宏 日本大学大学院芸術学研究科 博士後期課程 深谷 基弘 学生

8 木下　聖 埼玉県立大学 伊藤 雅春 一般

9 林　建志 京都市役所 乾　 亨 一般

10 宮田 昌一 財団法人 日本都市センター 名和田 是彦 一般

11 坂本 桂二 長良川鉄道株式会社 鈴木　誠 一般

12 渡邉 真悟 福山市市民局まちづくり推進部 協働のまちづくり課 乾　 亨 一般

13 樹下 康治 京都市総合企画局市民協働政策推進室 乾　 亨 一般

14 山田 知子 比治山大学現代文化学部 准教授 伊藤 雅春 一般

15 坂本 俊彦 山口県立大学附属地域共生センター 准教授 伊藤 雅春 一般

№ 団体代表者名 団体名 推薦人 分類

1 長与町長 葉山 友昭 長与町 団体

http://www.gakusen.ac.jp/commu/a-compol/

